別記様式第１号
番　　　　　号
年　　月　　日
国土交通大臣　殿
申請者　地方公共団体の長
地方公共団体資金貸付金貸付申請書
　道路整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律（以下「法」という。）第４条第１項による電線共同溝の占用予定者に対する貸付事業に要する資金を下記のとおり借用したく、関係書類を添えて申請します。
記
１．貸付金の額　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　円也
［償還表］
２．借用金は、次のとおり、各償還期日までに均等半年賦償還の方法にて支払います。
	指定
種別※1
	指定路線※2
	貸付対象路線・

事業箇所
	電線共同溝の占用予定者

	貸付額
	貸付時期
	償還金額
	償還期日

	
	
	
	
	金　　　円
	令和　年　月　日
	金　　円
	令和　年　月　日

	
	
	
	
	金　　　円
	令和　年　月　日
	金　　円
	令和　年　月　日

	貸付額合計
	金　　　円
	償還額合計
	金　　円
	－


※１　道路法第37条第1項の規定による指定道路の場合「37条指定」、同法第48条の20の規定による指定道路の場合「48条の20指定」と記載。
※２　道路法第37条第1項の規定又は同法第48条の20の規定により指定された区域を記載。
３．別紙に定める貸付条件に従います。
	


（別紙）
第１条　借用金の償還に当たっては、国の指定する方法で行います。
第２条　電線共同溝の占用予定者に対する貸付事業（以下「事業」という。）に要する資金が当初の予定額を必要としなくなったときは、借用金のうち不必要となった部分を、国の指定する日までに返還します。
第３条　電線共同溝の占用予定者が次の各号の一に該当する場合において、該当することとなった日から３０日以内に電線共同溝の占用予定者からその旨報告させ、電線共同溝の占用予定者資金貸付金の全部又は一部を繰上償還させます。
1　 電線共同溝の占用予定者が解散した場合
2　 電線共同溝の占用予定者の事由により繰上償還の必要が生じた場合
２　電線共同溝の占用予定者が前項各号の一に該当することとなった日から４０日以内に地方公共団体資金貸付金繰上償還申請書を国に提出し、本文２にかかわらず、国に対して当該繰上償還額に相当する借用金を、地方公共団体資金貸付金繰上償還通知書に従い、繰上償還します。
３　前項のほか借用金の全部又は一部を繰上償還する必要が生じた場合には、地方公共団体資金貸付金繰上償還申請書を国に提出し、地方公共団体資金貸付金繰上償還通知書に従い、当該借用金を繰上償還します。
第４条　借用金の償還又は第２条による返還を怠ったときは、償還期日又は第２条により国が指定する日の翌日から支払の日までの日数に応じ、当該償還又は返還すべき金額に年１０．７５パーセントの割合を乗じて計算した延滞金を支払います。
第５条　国において、次の各号の一に該当すると認めて、借用金の全部又は一部についてその償還期限を繰り上げて償還の請求を行ったときは、その請求に応じます。
一　借用金を借用の目的以外の目的に使用したとき又は貸付決定があった日の属する年度の末日までに借用の目的に使用しないとき。
　　　二　借用金の償還又は第３条による返還を怠ったとき。
　　　三　第１条、第２条又は第７条から第１０条までの定めに反したとき。
２　国が前項第１号又は第３号に該当すると認めて、借用金の全部又は一部についてその償還期限を繰り上げて償還の請求を行った場合においては、借用の日の翌日から支払の日までの日数に応じ、当該償還すべき金額に年１０．７５パーセントの割合を乗じて計算した金額を支払います。
第６条　電線共同溝の占用予定者から電線共同溝の占用予定者資金貸付金の全部又は一部を繰上償還させた場合は、速やかに地方公共団体資金貸付金繰上償還申請書を国に提出し、地方公共団体資金貸付金繰上償還通知書に従い、国に対して当該繰上償還額に相当する借用金を繰上償還します。
２　電線共同溝の占用予定者が貸付金を貸付けの目的以外の目的に使用し、又は貸付けの条件に違反したため、電線共同溝の占用予定者から加算金を徴収した場合においては、その徴収した日の属する月の翌月の末日までに、国からの貸付金に係る部分を国に納付します。
第７条　次の各号の一に掲げる場合には、ただちに国に報告し、その指示に従います。
　　　一　事業を中止し、又は廃止しようとする場合
　　　二　事業の遂行が困難となった場合
　　　三　貸付計画の変更（軽微な変更を除く。）を行う必要が生じた場合
第８条　地方公共団体資金貸付金実績報告書を翌年度の６月３０日までに国に提出します。
２　電線共同溝の占用予定者に対する貸付金を貸し付けた場合は、貸付金を貸付けた電線共同溝の占用予定者の電線共同溝の占用予定者資金貸付金実績報告書を翌年度の６月２０日までに提出させ、その写しを翌年度の６月３０日までに国に提出します。
３　国において事業の実績が借用の目的又は地方公共団体資金貸付金貸付決定通知書の内容に適合していないと認めて必要な指示をしたときは、その指示に従います。
第９条　国において、債権の保全上その他貸付けの条件の適正な実施を図るため必要があると認めて、地方公共団体資金貸付金の経理等に関し質問し、帳簿書類その他の物件を調査し、若しくは参考となるべき報告若しくは資料の提出を要求し、又は地方公共団体資金貸付金の適正な運用を図るために必要な措置を講ずべきことを指示したときは、これに応じ、又は従います。
第１０条　電線共同溝の占用予定者に対する貸付契約において、国の債権の管理等に関する法律第３６条第１号から第９号までに掲げられた事項に準ずる定めをします。
別記様式第３号
番　　　　　号
年　　月　　日
地方公共団体の長　殿
国土交通大臣
地方公共団体資金貸付金貸付決定通知書
　令和　　年　　月　　日付け　第　　号で貸付申請のあった標記貸付金については、下記のとおり貸付けることにしたので、通知する。
記
１．貸付金の額　　　金　　　　　　　　　　　　　円也
２．償還期日その他の貸付条件は、令和　　年　　月　　日付け　第　　号の貸付申請書記載のとおりとする。
別記様式第３号の２
番　　　　　号
年　　月　　日
地方公共団体の長　殿
国土交通大臣
地方公共団体資金貸付金貸付決定取消通知書
　令和　　年　　月　　日付け　第　　号で貸付決定をした標記貸付金については、当該決定を取り消したので通知する。
別記様式第３号の３

番　　　　　号
年　　月　　日
地方公共団体の長　殿
国土交通大臣
地方公共団体資金貸付金貸付決定取消通知書
　令和　　年　　月　　日付け　第　　号で貸付決定をした標記貸付金については、下記のとおり当該決定の一部を取り消したので通知する。
記
１．貸付金の額　　　金　　　　　　　　　　　　　円也
２．うち取消決定額　金　　　　　　　　　　　　　円也 
別記様式第４号
番　　　　　号
年　　月　　日
官署支出官○○○○　殿
住　　　　所
地方公共団体の長　　
地方公共団体資金貸付金支払請求書
　本（都道府県、市町村）は、令和　　年　　月　　日付け　　第　　号をもって貸付決定通知を受けました標記貸付金につきましては、下記のとおり支払い請求します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　記
支払請求金額　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　円也
　内訳　　(1) 貸付決定を受けた金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　　(2) 既に交付を受けた金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　　(3) 今回貸付けを受けるまでに支出される金額　　　　　　　　　　円
　　　　　(4) 次回貸付けを受けるまでに支出が見込まれる金額　　　　　　　円
　　　　　　　　　差引　　(3) 　＋　(4) －　(2)　　　　　　　　　 　　　円
別記様式第５号
番　　　　　号
年　　月　　日
国土交通大臣　殿
地方公共団体の長　　
地方公共団体資金貸付金借用証書
　金　　　　　　　円也
　上記金額は、令和　　年　月　日付け　第　　号をもって貸付決定を受けた道路整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律（昭和３３年法律第３４号）第４条第１項による電線共同溝の占用予定者に対する貸付事業に要する資金として確かに借用しました。
　つきましては、同法並びにこれに基づく命令の規定、電線敷設工事資金貸付金貸付要綱（令和△△年国道環第○○号）の規定及び下記事項を守り、償還期日までに必ず償還します。
記
第１条　借用金は、令和○年○月○日まで据え置き、以降令和○年○月○日までに均等半年賦償還の方法により下記の通り分割して各償還期日までに支払います。
	償還期日
	償還金額

	１　　　令和○年○月○日
	金　　　　　　　円

	２　　　令和○年○月○日
	金　　　　　　　円

	
	

	
	

	合　　　　　計
	金　　　　　　　円


第２条　借用金の償還に当たっては、国の指定する方法で行います。
第３条　電線共同溝の占用予定者に対する貸付事業（以下「事業」という。）に要する資金が当初の予定額を必要としなくなったときは、借用金のうち不必要となった部分を、国の指定する日までに返還します。
第４条　電線共同溝の占用予定者が次の各号の一に該当する場合において、電線共同溝の占用予定者から該当することとなった日から３０日以内にその旨報告させ、貸付金の全部又は一部を繰上償還させます。
一　電線共同溝の占用予定者が解散した場合
二　電線共同溝の占用予定者の事由により繰上償還の必要が生じた場合
２　電線共同溝の占用予定者が前項各号の一に該当することとなった日から４０日以内に地方公共団体資金貸付金繰上償還申請書を国に提出し、第１条にかかわらず、国に対して当該繰上償還額に相当する借用金を、地方公共団体資金貸付金繰上償還通知書に従い、繰上償還します。
３　前項のほか借用金の全部又は一部を繰上償還する必要が生じた場合には、地方公共団体資金貸付金繰上償還申請書を国に提出し、地方公共団体資金貸付金繰上償還通知書に従い、当該借用金を繰上償還します。
第５条　借用金の償還又は第３条による返還を怠ったときは、償還期日又は第３条により国が指定する日の翌日から支払の日までの日数に応じ、当該償還又は返還すべき金額に年１０．７５パーセントの割合を乗じて計算した延滞金を支払います。
第６条　国において、次の各号の一に該当すると認めて、借用金の全部又は一部についてその償還期限を繰り上げて償還の請求を行ったときは、その請求に応じます。
一　借用金を借用の目的以外の目的に使用したとき又は貸付決定があった日の属する年度の末までに借用の目的に使用しないとき。
　　　二　借用金の償還又は第４条による返還を怠ったとき。
　　　三　第２条、第３条又は第８条から第１１条までの定めに反したとき。
　　２　国が前項第１号又は第３号に該当すると認めて、借用金の全部又は一部についてその償還期限を繰り上げて償還の請求を行った場合においては、借用の日の翌日から支払の日までの日数に応じ、当該償還すべき金額に年１０．７５パーセントの割合を乗じて計算した金額を支払います。
第７条　電線共同溝の占用予定者から貸付金の全部又は一部を繰上償還させた場合は、速やかに地方公共団体資金貸付金繰上償還申請書を国に提出し、地方公共団体資金貸付金繰上償還通知書に従い、国に対して当該繰上償還額に相当する借用金を繰上償還します。
２　電線共同溝の占用予定者が貸付金を貸付けの目的以外の目的に使用し、又は貸付けの条件に違反したため、電線共同溝の占用予定者から加算金を徴収した場合においては、その徴収した日の属する月の翌月の末日までに、国からの貸付金に係る部分を国に納付します。
第８条　次の各号の一に掲げる場合には、ただちに国に報告し、その指示に従います。
　　　一　事業を中止し、又は廃止しようとする場合
　　　二　事業の遂行が困難となった場合
　　　三　貸付計画の変更（軽微な変更を除く。）を行う必要が生じた場合
第９条　地方公共団体資金貸付金実績報告書を翌年度の６月３０日までに国に提出します。
２　電線共同溝の占用予定者に対する貸付金を貸し付けた場合は、貸付金を貸付けた電線共同溝の占用予定者の電線共同溝の占用予定者資金貸付金実績報告書を翌年度の６月２０日までに提出させ、その写しを翌年度の６月３０日までに国に提出します。
３　国において事業の実績が借用の目的又は地方公共団体資金貸付金貸付決定通知書の内容に適合していないと認めて必要な指示をしたときは、その指示に従います。
第１０条　国において、債権の保全上その他貸付けの条件の適正な実施を図るため必要があると認めて、地方公共団体資金貸付金の経理等に関し質問し、帳簿書類その他の物件を調査し、若しくは参考となるべき報告若しくは資料の提出を要求し、又は地方公共団体資金貸付金の適正な運用を図るために必要な措置を講ずべきことを指示したときは、これに応じ、又は従います。
第１１条　電線共同溝の占用予定者に対する貸付契約において、国の債権の管理等に関する法律第３６条第１号から第９号までに掲げられた事項に準ずる定めをします。
別記様式第６号
番　　　　　号
年　　月　　日
地方公共団体の長　殿
申請者　
代表者氏名　　　　　　
電線共同溝の占用予定者資金貸付金貸付申請書
道路整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律第４条第１項による敷設工事に要する資金を下記のとおり借用したく、関係書類を添えて申請します。
記
１．貸付金の額　　　　　金　　　　　　　　　　　　　円也
２．貸付対象路線・事業箇所　　　　○○号○○道路
　　　　　　　　　　　　　　　　　□□号□□道路
［償還表］
３．借用金は、次のとおり、各償還期日までに均等半年賦償還の方法にて支払います。
	貸付金交付予定時期
	償還金額
	償還期日


	令和　年　月　日
	金　　　　円
	令和　年　　月　　日

	令和　年　月　日
	金　　　　円
	令和　年　　月　　日


※貸付対象路線・事業箇所が複数の場合は、一つの様式にまとめて申請するものとする
４．別紙に定める貸付条件に従います。

※貸付条件は、下記の内容を参考に地方公共団体にて適宜設定できるものとする

（別紙）

第１条　電線共同溝の占用予定者の施行する敷設工事（以下「事業」という。）に要する資金が当初の予定額を必要としなくなったときは、貴（都道府県、市町村）の指定する日までに借用金のうち不必要となった部分を返還します。

第２条　次の各号の一に該当する場合には、該当することとなった日から３０日以内に貴（都道府県、市町村）にその旨報告し、本文３の規定にかかわらず、貴（都道府県、市町村）に対して電線共同溝の占用予定者資金貸付金の全部又は一部を貴（都道府県、市町村）の指定する日までに繰上償還します。

1　 電線共同溝の占用予定者が解散した場合

2　 その他事由により繰上償還の必要が生じた場合

２　前項第１号又は第２号に該当する場合には、当該貸付金の全部を繰上償還します。

第３条　借用金の償還又は第１条による返還を怠ったときは、償還期日又は第１条により貴（都道府県、市町村）が指定する日の翌日から支払の日までの日数に応じ、当該償還又は返還すべき金額に年１０．７５パーセントの割合を乗じて計算した延滞金を支払います。

第４条　貴（都道府県、市町村）において、次の各号の一に該当すると認めて、借用金の全部又は一部についてその償還期限を繰り上げて償還の請求を行ったときは、その請求に応じます。

一　借用金を借用の目的以外の目的に使用したとき又は　年　月　日までに借用の目的に使用しないとき。

　　　二　借用金の償還又は第１条による返還を怠ったとき。

　　　三　第５条、第６条の定めに反したとき。（債権保全を行う場合、その方法が連帯保証人である場合は「第５条、第６条、第８条、第９条の定めに反したとき」、担保の設定である場合は「第５条、第６条、第８条の定めに反したとき」とする。）
２　貴（都道府県、市町村）が前項第１号又は第３号に該当すると認めて、借用金の全部又は一部についてその償還期限を繰り上げて償還の請求を行った場合においては、借用の日の翌日から支払の日までの日数に応じ、当該償還すべき金額に年１０．７５パーセントの割合を乗じて計算した金額を支払います。

第５条　次の各号の一に掲げる場合には、ただちに貴（都道府県、市町村）に報告し、その指示に従います。

一　事業を中止し、又は廃止しようとする場合

二　事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合

　三　事業計画の変更（軽微な変更を除く。）を行う必要が生じた場合

第６条　電線共同溝の占用予定者資金貸付金実績報告書を翌年度の６月２０日までに貴（都道府県、市町村）に提出します。ただし、事業が完了した場合には、その日から３０日以内に電線共同溝の占用予定者資金貸付金実績報告書を貴（都道府県、市町村）に提出します。

２　貴（都道府県、市町村）において、事業の進捗が不十分であると認め、又は事業の実績が借用の目的若しくは事業計画の内容に適合していないと認めて、必要な指示をしたときは、これに従います。

（注：債権保全を行う場合にあっては、債権保全の方法により次のいずれかの欄の規定を用いること。）

	連帯保証人を立てる場合
	担保を設定する場合

	第７条　保証人は、債務者と連帯して一切の債務を保証します。

第８条　債務者又は保証人は、貴（都道府県、市町村）が担保物件の提供を要求したときは、ただちにこれに応じます。

２　債務者又は保証人は、前項に定めた担保の提供については、すべて貴（都道府県、市町村）の指示に従い、かつ、担保物件の種別に従って登記等の第三者に対抗する要件を具備するに必要な手続きを履行します。

第９条　保証人が死亡等により不在となり、若しくは支払い能力の減少等により不適当となった場合又は保証人を変更しようとする場合は、速やかに貴（都道府県、市町村）に保証人変更申請書を提出します。

２　貴（都道府県、市町村）において、保証人が不適当となり、又は債務者若しくは保証人の提供した担保の価額が減少したと認めて、保証人の変更、増担保の提供その他の担保の変更を請求したときは、これに応じます。

第１０条　本申請書に記載された債務を履行しない場合において、第８条第１項の担保物件に係る貴（都道府県、市町村）の有する権利が存するときは、ただちに実行されても異議ありません。
	第７条　債務者は、貴（都道府県、市町村）に担保物件を提供します。

２　債務者は、前項に定めた担保の提供については、すべて貴（都道府県、市町村）の指示に従い、かつ、担保物件の種別に従って登記等の第三者に対抗する要件を具備するに必要な手続きを履行します。
第８条　貴（都道府県、市町村）において、債務者の提供した担保の価額が減少したと認めて、保証人の設定、増担保の提供その他の担保の変更を請求したときは、これに応じます。

第９条　本申請書に記載された債務を履行しない場合において、第７条第１項の担保物件に係る貴（都道府県、市町村）の有する権利がただちに実行されても異議ありません。


別記様式第８号
番　　　　　号
年　　月　　日
地方公共団体の長　殿
債務者　　　
　代表者住所
代表者氏名　　　　　　　
保証人
住所
氏名　　　　　　　　　　
電線共同溝の占用予定者資金貸付金借用証書
金　　　　　円也
　上記金額は、道路整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律（昭和３３年法律第３４号）第４条第１項による敷設工事に要する資金として確かに借用しました。
　つきましては、同法並びにこれに基づく命令の規定、電線敷設工事資金貸付金貸付要綱（令和○○年○○号）の規定及び下記事項を守り、償還期日までに必ず償還します。
記
第１条　借用金は、次のとおり、償還期日までに均等半年賦償還の方法にて支払います。
	償還金額
	償還期日

	金　　　　円
	令和　年　　月　　日


※貸付条件は、下記の内容を参考に地方公共団体にて適宜設定できるものとする
第２条　電線共同溝の占用予定者の施行する敷設工事（以下「事業」という。）に要する資金が当初の予定額を必要としなくなったときは、貴（都道府県、市町村）の指定する日までに借用金のうち不必要となった部分を返還します。

第３条　次の各号の一に該当する場合には、該当することとなった日から３０日以内に貴（都道府県、市町村）にその旨報告し、第１条の規定にかかわらず、貴（都道府県、市町村）に対して電線共同溝の占用予定者資金貸付金の全部又は一部を貴（都道府県、市町村）の指定する日までに繰上償還します。

1　 電線共同溝の占用予定者が解散した場合

2　 その他事由により繰上償還の必要が生じた場合

２　前項第１号又は第２号に該当する場合には、当該貸付金の全部を繰上償還します。

第４条　借用金の償還又は第２条による返還を怠ったときは、償還期日又は第２条により貴（都道府県、市町村）が指定する日の翌日から支払の日までの日数に応じ、当該償還又は返還すべき金額に年１０．７５パーセントの割合を乗じて計算した延滞金を支払います。

第５条　貴（都道府県、市町村）において、次の各号の一に該当すると認めて、借用金の全部又は一部についてその償還期限を繰り上げて償還の請求を行ったときは、その請求に応じます。

一　借用金を借用の目的以外の目的に使用したとき又は　年　月　日までに借用の目的に使用しないとき。

　　　二　借用金の償還又は第２条による返還を怠ったとき。

　　　三　第６条、第７条の定めに反したとき。（債権保全を行う場合、その方法が連帯保証人である場合は「第６条、第７条、第９条、第１０条の定めに反したとき」、担保の設定である場合は「第６条、第７条、第９条の定めに反したとき」とする。）

２　貴（都道府県、市町村）が前項第１号又は第３号に該当すると認めて、借用金の全部又は一部についてその償還期限を繰り上げて償還の請求を行った場合においては、借用の日の翌日から支払の日までの日数に応じ、当該償還すべき金額に年１０．７５パーセントの割合を乗じて計算した金額を支払います。

第６条　次の各号の一に掲げる場合には、ただちに貴（都道府県、市町村）に報告し、その指示に従います。

一　事業を中止し、又は廃止しようとする場合

二　事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合

　三　事業計画の変更（軽微な変更を除く。）を行う必要が生じた場合

第７条　電線共同溝の占用予定者資金貸付金実績報告書を翌年度の６月２０日までに貴（都道府県、市町村）に提出します。ただし、事業が完了した場合には、その日から３０日以内に電線共同溝の占用予定者資金貸付金実績報告書を貴（都道府県、市町村）に提出します。

２　貴（都道府県、市町村）において、事業の進捗が不十分であると認め、又は事業の実績が借用の目的若しくは事業計画の内容に適合していないと認めて、必要な指示をしたときは、これに従います。

（注：債権保全を行う場合にあっては、債権保全の方法により次のいずれかの欄の規定を用いること。）

	連帯保証人を立てる場合
	担保を設定する場合

	第８条　保証人は、債務者と連帯して一切の債務を保証します。

第９条　債務者又は保証人は、貴（都道府県、市町村）が担保物件の提供を要求したときは、ただちにこれに応じます。

２　債務者又は保証人は、前項に定めた担保の提供については、すべて貴（都道府県、市町村）の指示に従い、かつ、担保物件の種別に従って登記等の第三者に対抗する要件を具備するに必要な手続きを履行します。

第１０条　保証人が死亡等により不在となり、若しくは支払い能力の減少等により不適当となった場合又は保証人を変更しようとする場合は、速やかに貴（都道府県、市町村）に保証人変更申請書を提出します。

２　貴（都道府県、市町村）において、保証人が不適当となり、又は債務者若しくは保証人の提供した担保の価額が減少したと認めて、保証人の変更、増担保の提供その他の担保の変更を請求したときは、これに応じます。

第１１条　本借用証書に記載された債務を履行しない場合において、第９条第１項の担保物件に係る貴（都道府県、市町村）の有する権利が存するときは、ただちに実行されても異議ありません。
	第８条　債務者は、貴（都道府県、市町村）に担保物件を提供します。

２　債務者は、前項に定めた担保の提供については、すべて貴（都道府県、市町村）の指示に従い、かつ、担保物件の種別に従って登記等の第三者に対抗する要件を具備するに必要な手続きを履行します。

第９条　貴（都道府県、市町村）において、債務者の提供した担保の価額が減少したと認めて、保証人の設定、増担保の提供その他の担保の変更を請求したときは、これに応じます。

第１０条　本借用証書に記載された債務を履行しない場合において、第８条第１項の担保物件に係る貴（都道府県、市町村）の有する権利がただちに実行されても異議ありません。


別記様式第９号
番　　　　　号
年　　月　　日
国土交通大臣　殿
申請者　地方公共団体の長
地方公共団体資金貸付金貸付決定変更申請書
　令和　年　月　日付け　第　号をもって貸付決定通知を受けました下記Ⅰの地方公共団体資金貸付金について、下記Ⅱのとおり貸付金の額を変更したいので、電線敷設工事資金貸付金貸付要綱（令和○○年○○号）第１０条の規定により、関係書類を添えて申請します。
記
Ⅰ．既貸付決定内容

	指定
種別※1
	指定路線※2
	貸付対象路線・

事業箇所
	電線共同溝の占用予定者

	貸付額
	貸付時期
	償還金額
	償還期日

	
	
	
	
	金　　　円
	令和　年　月　日
	金　　円
	令和　年　月　日

	
	
	
	
	金　　　円
	令和　年　月　日
	金　　円
	令和　年　月　日

	貸付額合計
	金　　　円
	償還額合計
	金　　円
	－


Ⅱ．貸付決定変更内容
１．変更の事由
２．変更後の償還表
	指定
種別※1
	指定路線※2
	貸付対象路線・

事業箇所
	電線共同溝の占用予定者

	貸付額
	貸付時期
	償還金額
	償還期日

	
	
	
	
	金　　　円
	令和　年　月　日
	金　　円
	令和　年　月　日

	
	
	
	
	金　　　円
	令和　年　月　日
	金　　円
	令和　年　月　日

	貸付額合計
	金　　　円
	償還額合計
	金　　円
	－


※１　道路法第37条第1項の規定による指定道路の場合「37条指定」、同法第48条の20の規定による指定道路の場合「48条の20指定」と記載。
※２　道路法第37条第1項の規定又は同法第48条の20の規定により指定された区域を記載。

別記様式第１０号
番　　　　　号
年　　月　　日
地方公共団体の長　殿
国土交通大臣　 
地方公共団体資金貸付金貸付決定変更通知書
　令和　年　月　日付け第　号をもって貸付決定変更申請のあった下記Ⅰの地方公共団体資金貸付金について、下記Ⅱのとおり変更することとしたので通知する。
記
Ⅰ．既貸付決定内容
1． 貸付決定年月日及び番号
2． 当初貸付金の額　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　円
Ⅱ．貸付決定変更内容
1． 貸付金の額　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　円
2． 償還期日及び償還金額は、令和　年　月　日付け　第　号の貸付決定変更申請書記載の通りとする。
別記様式第１１号
番　　　　　号
年　　月　　日
地方公共団体の長　殿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
国土交通大臣　　
地方公共団体資金貸付金繰上償還請求書
　令和　　年　　月　　日　　第　　号をもって貸付決定通知を受けた標記の貸付金については、電線敷設工事資金貸付金貸付要綱（令和○○年第○○号）第１１条の規定により下記のとおり償還されたい。
記
１　繰上償還すべき額　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　円
２　貸付要綱別記様式第１号別紙貸付条件

第５条第２項の規定により国に納付し

なければならない額　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　円
３　繰上償還の期日　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　　月　　　日
４　繰上償還される貸付金にかかる貸付対象路線・事業箇所及び電線共同溝の占用予
定者名
５　繰上償還後の貸付金の未償還残高　　　　　金　　　　　　　　　　　円
６　改定償還計画
	償還金額
	償還期日
	償還後未償還残高

	金　　　　　　　　　　円
	令和　年　月　日
	金　　　　　　　　　　円

	金　　　　　　　　　　円
	令和　年　月　日
	金　　　　　　　　　　円


別記様式第１２号
番　　　　　号
年　　月　　日
国土交通大臣　殿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
地方公共団体の長　　
地方公共団体資金貸付金繰上償還申請書
　令和　　年　　月　　日　　第　　号をもって貸付決定通知を受けた標記の貸付金について、下記のとおり繰上償還したいので、電線敷設工事資金貸付金貸付要綱（令和○○年第○○号）第１１条の規定により申し込みます。
記
１　繰上償還の事由
２　繰上償還の額　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　円
３　繰上償還の期日　　　　　　　　　　　令和　　年　　　月　　　日
４　繰上償還される貸付金にかかる貸付対象路線・事業箇所及び電線共同溝の占用予

定者名
５　繰上償還後の貸付金の未償還残高　　　金　　　　　　　　　　　円
６　改定償還計画
	償還金額
	償還期日
	償還後未償還残高

	金　　　　　　　　　　円
	令和　年　月　日
	金　　　　　　　　　　円

	金　　　　　　　　　　円
	令和　年　月　日
	金　　　　　　　　　　円


別記様式第１３号
番　　　　　号
年　　月　　日
地方公共団体の長　殿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
国土交通大臣　　
地方公共団体資金貸付金繰上償還通知書
　令和　　年　　月　　日　　第　　号をもって貸付決定通知を受けた標記の貸付金については、令和　年　月　日付け第　号による申請のとおり繰上償還されたく、電線敷設工事資金貸付金貸付要綱（令和○○年第○○号）第１１条の規定により、下記のとおり通知する。
記
１　繰上償還する額　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　円
２　繰上償還の期日　　　　　　　　　　　令和　　年　　　月　　　日
３　繰上償還される貸付金にかかる貸付対象路線・事業箇所及び電線共同溝の占用予

定者名
４　繰上償還後の貸付金の未償還残高　　　金　　　　　　　　　　　円
５　改定償還計画
	償還金額
	償還期日
	償還後未償還残高

	金　　　　　　　　　　円
	令和　年　月　日
	金　　　　　　　　　　円

	金　　　　　　　　　　円
	令和　年　月　日
	金　　　　　　　　　　円


別記様式第１４号
番　　　　　号
年　　月　　日
国土交通大臣　殿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
地方公共団体の長
令和　　年度地方公共団体資金貸付金実績報告書
　令和　　年　　月　　日　　第　　号をもって貸付決定通知を受けた標記の事業実績について、関係書類を添えて下記のとおり報告します。
記
1　 貸付対象路線・事業箇所
２　国から地方公共団体への貸付金の決定額及びその精算額
eq \o\ad(貸付決定額,\d\fo60())　　　　　円
貸付金精算額　　　　　円
３　地方公共団体から電線共同溝の占用予定者への貸付金の決定額及びその精算額
eq \o\ad(貸付決定額,\d\fo60())　　　　　円
貸付金精算額　　　　　円
４　貸付事業の成果
別紙の添付書類のとおり
別記様式第１５号
地方公共団体資金貸付金受入調書
	区　　分
	第　　回
	第　　回
	合　　計
	備　　考

	貸付決定
	貸付決定年月日
	年　月　日
	年　月　日
	
	

	
	貸付決定番号
	
	
	
	

	
	貸付決定額
	円
	円
	
	

	決定の変更
	変更年月日
	年　月　日
	年　月　日
	
	

	
	変更番号
	
	
	
	

	
	変更貸付額
	円
	円
	
	

	決定の取消
	取消年月日
	年　月　日
	年　月　日
	
	

	
	取消番号
	
	
	
	

	
	取消額
	円
	円
	
	

	貸付金受入
	受入年月日
	年　月　日
	年　月　日
	
	

	
	受入額
	円
	円
	
	


（注）「第　回」は貸付決定の回数に応じ欄を増減すること。
